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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第23期 

第２四半期 
累計期間 

第24期 
第２四半期 
累計期間 

第23期 

会計期間 

自平成25年 
 ３月１日 
至平成25年 
 ８月31日 

自平成26年 
 ３月１日 
至平成26年 
 ８月31日 

自平成25年 
 ３月１日 
至平成26年 
 ２月28日 

営業収益 （千円） 8,500,262 9,115,337 17,294,910 

経常利益 （千円） 1,881,231 1,614,769 3,329,229 

四半期（当期）純利益 （千円） 1,157,230 912,114 2,034,309 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 1,610,890 1,610,890 1,610,890 

発行済株式総数 （株） 18,807,700 18,807,700 18,807,700 

純資産額 （千円） 20,119,849 21,532,893 20,996,976 

総資産額 （千円） 110,302,420 136,039,507 127,088,814 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 61.53 48.50 108.16 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 20.00 

自己資本比率 （％） 18.24 15.83 16.52 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 1,603,289 2,306,270 △7,160,680 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △748,206 △761,780 △1,893,009 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △1,392,917 △2,175,981 8,793,039 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 1,317,133 949,496 1,585,962 

 

回次
第23期

第２四半期
会計期間

第24期
第２四半期
会計期間

会計期間

自平成25年
 ６月１日
至平成25年
 ８月31日

自平成26年
 ６月１日
至平成26年
 ８月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 37.34 30.71 

 （注）  １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

   ３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

    ４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。
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２【事業の内容】

 当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 （1）経営成績

当第２四半期累計期間（平成26年３月１日～平成26年８月31日）におけるわが国経済は、政府による経済政策や

日本銀行による金融緩和策を背景に円安・株高傾向が続き、企業収益や雇用情勢は改善するなど、景気は緩やかな

回復基調となりました。しかしながら、個人消費については、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動減が影

響し、依然として先行きの不透明な状況で推移しております。

  当業界におきましては、ショッピングの取扱高は、消費税率引き上げ後も堅調な状況が続いております。一方

で、金融商品残高の減少幅は徐々に縮小しておりますが、引き続き厳しい状況が継続しております。

このような状況において、当第２四半期累計期間の業績は次のとおりであります。 

 

①カード事業

（ア）包括信用購入あっせん

取扱高は、消費税増税の駆け込み需要の反動減から持ち直し傾向にあり、グループ営業企画等を実施し、堅調

に推移いたしました。また、請求単価の増加やカード稼働率の向上により、営業収益も増加いたしました。

この結果、取扱高は298,487百万円（前年同期比9.4％増）、営業収益は6,127百万円（前年同期比6.2％増）と

なりました。

 

（イ）融資

  貸金業法改正の影響により、取扱高、残高ともに厳しい状況が継続しております。取扱高は、7,019百万円（前

年同期比1.9％減）、営業貸付金残高は、前事業年度末に比べ、4.3％減、581百万円減少し、12,948百万円とな

りました。

この結果、営業収益は1,180百万円（前年同期比12.5％減）となりました。

 

（ウ）電子マネー

平成26年7月18日より全国のサークルＫサンクスによる取り扱いを開始いたしました。また、アピタのインター

ネットショッピングおよびアピタ・ピアゴのショッピングセンター内の一部専門店においても順次取り扱いを開

始し、利便性向上と新規会員の拡大を図りました。

この結果、電子マネーの取扱高は40,812百万円と堅調に推移し、カード発行手数料等を合わせた電子マネーの

営業収益は468百万円となりました。

 

（エ）保険代理業

  クレジットカード会員向け通販保険では、保険料率が改定となり苦戦しましたが、テレマーケティングに加え

対面販売の強化により堅調に推移し、営業収益は265百万円（前年同期比1.5％増）となりました。

 

その他の営業収益をあわせ、カード事業の営業収益は合計で8,474百万円（前年同期比7.8％増）となりました。

  営業費用につきましては、包括信用購入あっせんおよび電子マネーの取扱高の増加に伴うポイント費用の増加や

貸倒関連費用の増加により、6,997百万円（前年同期比14.3％増）となりました。

  以上の結果、カード事業の営業利益は1,476百万円（前年同期比15.1％減）となりました。

 

②保険リース事業

（ア）保険代理業

  損害保険が堅調に推移し、営業収益は568百万円（前年同期比1.9％増）となりました。

 

 その他車両リース等の収益を合わせ、保険リース事業の営業収益は合計で640百万円（前年同期比0.7％増）とな

り、営業利益は136百万円（前年同期比1.5％減）となりました。
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 以上の結果、当社の取扱高は346,319百万円（前年同期比23.3％増）、営業収益は9,115百万円（前年同期比7.2％

増）、営業利益は1,613百万円（前年同期比14.1％減）、経常利益は1,614百万円（前年同期比14.2％減）、四半期

純利益は912百万円（前年同期比21.2％減）となりました。 

 

（2）財政状態 

資産の部におきましては、主に包括信用購入あっせん取扱高の増加による割賦売掛金の増加および電子マネー

の預け金が増加いたしました。この結果、資産合計は136,039百万円となり、前事業年度末に比べ、7.0％増、

8,950百万円増加しております。

負債の部におきましては、主に包括信用購入あっせん取扱高の増加により買掛金が増加するとともに、ポイン

ト引当金が増加し、負債合計は114,506百万円となり、前事業年度末に比べ、7.9％増、8,414百万円増加しており

ます。

 純資産の部におきましては、四半期純利益により912百万円増加し、純資産合計は21,532百万円となり、前事業

年度末に比べ、2.6％増、535百万円増加しております。 

 

（3）キャッシュ・フローの状況

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期累計期間において、営業債務の増加により8,593百万円の収入となり、また、ポイント引当金の増

加により1,288百万円の収入となりました。一方で、預け金の増加により4,969百万円の支出となり、営業債権の増

加により3,770百万円の支出となりました。その結果、営業活動によるキャッシュ・フローは2,306百万円の収入

（前年同期比43.8％増）となりました。

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

 主にリース車両（賃貸資産）の増加等により、有形固定資産の取得による支出は329百万円となりました。ま

た、ソフトウエア投資により無形固定資産の取得による支出は378百万円となりました。その結果、投資活動によ

るキャッシュ・フローは761百万円の支出（前年同期比1.8％増）となりました。

 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

 主に長期借入金の返済により、財務活動によるキャッシュ・フローは2,175百万円の支出（前年同期比56.2％

増）となりました。

 

 以上の結果、当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末と比較して、636百

万円減少し、949百万円（前年同期比27.9％減）となりました。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（5）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年10月14日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 18,807,700 18,807,700
東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）

単元株式数

100株

計 18,807,700 18,807,700 － －

（注）発行済株式は、株主としての権利内容に制限のない標準となる株式であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成26年６月１日～

平成26年８月31日
－ 18,807,700 － 1,610,890 － 2,001,890
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（６）【大株主の状況】

    平成26年８月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

ユニーグループ・ホールディングス

株式会社 
愛知県稲沢市天池五反田町１番地 15,299,700 81.35 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 384,800 2.05 

高橋 芳明 埼玉県さいたま市桜区 156,700 0.83 

ＤＥＵＴＳＣＨＥ ＢＡＮＫ ＡＧ ＬＯ

ＮＤＯＮ－ＰＢ ＮＯＮ－ＴＲＥＡＴＹ 

ＣＬＩＥＮＴＳ 61 

（常任代理人）ドイツ証券株式会社 

ＴＡＵＮＵＳＡＮＬＡＧＥ 12，Ｄ－６０３２５ Ｆ

ＲＡＮＫＦＵＲＴ ＡＭ ＭＡＩＮ，ＦＥＤＥＲＡＬ 

ＲＥＰＵＢＬＩＣ ＯＦ ＧＥＲＭＡＮＹ 

東京都千代田区永田町２丁目11番１号 山王パークタ

ワー 

151,800 0.81 

橋本 忠尚 福井県丹生郡 150,000 0.80 

ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ ＩＮＴＥＲ

ＮＡＴＩＯＮＡＬ 

（常任代理人）ゴールドマン・サックス証

券株式会社 

133 ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤＯＮ Ｅ

Ｃ４Ａ ２ＢＢ，ＵＫ 

東京都港区六本木６丁目10番１号 六本木ヒルズ森タ

ワー 

145,240 0.77 

ＵＣＳ従業員持株会 愛知県稲沢市天池五反田町１番地 137,800 0.73 

岩間 公一 名古屋市千種区 91,600 0.49 

山下 正行 愛知県春日井市 78,700 0.42 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 75,700 0.40 

計 － 16,672,040 88.64 

（注）信託業務に係る株式数は、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社384,800株と、日本マスタートラスト信託

銀行株式会社75,700株であります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年８月31日現在
 

区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容

 無議決権株式  － －  －

 議決権制限株式（自己株式等） － －  －

 議決権制限株式（その他） － －  －

 完全議決権株式（自己株式等） － －  －

 完全議決権株式（その他）  普通株式18,807,100 188,071  －

 単元未満株式  普通株式   600 －
 １単元（100株）

未満の株式

 発行済株式総数 18,807,700 － －

 総株主の議決権 － 188,071 －

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が7,200株含まれておりま

す。また、「議決権の数（個）」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が72個

含まれております。

   ２．「単元未満株式」には、当社所有の自己株式95株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）ならびに、「クレジット産業に係る会計基準の標準化について」（通商産業省通達60産局第291号）の趣旨に基

づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成26年６月１日から平成26

年８月31日まで）および第２四半期累計期間（平成26年３月１日から平成26年８月31日まで）に係る四半期財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

  当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成26年２月28日) 
当第２四半期会計期間 
(平成26年８月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,585,962 949,496 

割賦売掛金 84,766,844 89,112,749 

営業貸付金 13,949,986 13,344,471 

未収収益 1,202,784 1,359,388 

未収入金 12,922,225 12,636,876 

預け金 6,295,846 11,265,424 

その他 2,709,708 3,465,805 

貸倒引当金 △1,470,000 △1,243,000 

流動資産合計 121,963,357 130,891,210 

固定資産    

有形固定資産 1,756,877 1,823,821 

無形固定資産 2,253,225 2,224,646 

投資その他の資産    

投資その他の資産 1,172,168 1,163,678 

貸倒引当金 △56,813 △63,851 

投資その他の資産合計 1,115,354 1,099,827 

固定資産合計 5,125,457 5,148,296 

資産合計 127,088,814 136,039,507 

負債の部    

流動負債    

買掛金 41,924,384 50,517,950 

短期借入金 42,337,825 42,054,195 

1年内返済予定の長期借入金 6,000,000 5,650,000 

役員賞与引当金 22,437 - 

賞与引当金 156,000 65,048 

ポイント引当金 1,457,000 2,745,000 

その他 4,535,283 4,962,137 

流動負債合計 96,432,929 105,994,331 

固定負債    

長期借入金 7,750,000 6,600,000 

利息返還損失引当金 1,832,000 1,848,000 

その他 76,908 64,281 

固定負債合計 9,658,908 8,512,281 

負債合計 106,091,838 114,506,613 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成26年２月28日) 
当第２四半期会計期間 
(平成26年８月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,610,890 1,610,890 

資本剰余金 2,001,890 2,001,890 

利益剰余金 17,380,748 17,916,710 

自己株式 △45 △45 

株主資本合計 20,993,483 21,529,445 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 3,492 3,447 

評価・換算差額等合計 3,492 3,447 

純資産合計 20,996,976 21,532,893 

負債純資産合計 127,088,814 136,039,507 

 

- 10 -



（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期累計期間 
(自 平成25年３月１日 

 至 平成25年８月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成26年３月１日 
 至 平成26年８月31日) 

営業収益    

包括信用購入あっせん収益 5,770,213 6,127,409 

融資収益 1,356,997 1,186,574 

保険代理業収益 819,436 833,791 

その他の収益 553,612 967,559 

金融収益 2 2 

営業収益合計 8,500,262 9,115,337 

営業費用    

販売費及び一般管理費 ※ 6,383,791 ※ 7,366,838 

金融費用 237,892 135,205 

営業費用合計 6,621,683 7,502,043 

営業利益 1,878,578 1,613,294 

営業外収益    

受取配当金 485 567 

雑収入 2,169 4,125 

営業外収益合計 2,655 4,692 

営業外費用    

雑損失 3 3,217 

営業外費用合計 3 3,217 

経常利益 1,881,231 1,614,769 

特別損失    

固定資産除却損 10,225 12,679 

特別損失合計 10,225 12,679 

税引前四半期純利益 1,871,005 1,602,090 

法人税、住民税及び事業税 1,199,788 1,319,633 

法人税等調整額 △486,014 △629,658 

法人税等合計 713,774 689,975 

四半期純利益 1,157,230 912,114 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期累計期間 
(自 平成25年３月１日 

 至 平成25年８月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成26年３月１日 
 至 平成26年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期純利益 1,871,005 1,602,090 

減価償却費 600,272 623,767 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △566,576 △219,962 

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △326,000 16,000 

前払年金費用の増減額（△は増加） △23,899 △25,602 

ポイント引当金の増減額（△は減少） 1,235,000 1,288,000 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △16,140 △22,437 

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,000 △90,951 

受取利息及び受取配当金 △488 △570 

支払利息 228,971 130,231 

為替差損益（△は益） 8,921 4,973 

固定資産除却損 8,844 10,446 

営業債権の増減額（△は増加） △4,576,362 △3,770,387 

リース投資資産の増減額（△は増加） △76,523 △123,352 

未収入金の増減額（△は増加） △605,053 285,348 

預け金の増減額（△は増加） - △4,969,578 

営業債務の増減額（△は減少） 4,744,257 8,593,566 

未払金の増減額（△は減少） 13,338 2,652 

預り金の増減額（△は減少） △118,004 △116,620 

その他 64,490 176,425 

小計 2,467,054 3,394,039 

利息及び配当金の受取額 488 570 

利息の支払額 △253,509 △129,385 

法人税等の還付額 136 - 

法人税等の支払額 △610,880 △958,954 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,603,289 2,306,270 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △400,923 △329,427 

無形固定資産の取得による支出 △325,140 △378,060 

その他 △22,141 △54,293 

投資活動によるキャッシュ・フロー △748,206 △761,780 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,189,516 △283,630 

長期借入金の返済による支出 △7,270,000 △1,500,000 

配当金の支払額 △281,282 △375,646 

その他 △31,151 △16,704 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,392,917 △2,175,981 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8,921 △4,973 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △546,756 △636,466 

現金及び現金同等物の期首残高 1,863,889 1,585,962 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,317,133 ※ 949,496 
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

    当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

   （1）当座貸越契約

 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行29行（前事業年度29行）と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
当第２四半期会計期間
（平成26年８月31日）

 当座貸越極度額 14,600,000千円 14,600,000千円

 借入実行額 －千円 －千円

 差引借入未実行残高 14,600,000千円 14,600,000千円

 

（2）貸出コミットメント契約

 当社はクレジットカード業務に附帯するキャッシング業務等を行っております。当該業務における貸出コミ

ットメントに係る貸出未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
当第２四半期会計期間
（平成26年８月31日）

 貸出コミットメントの総額 682,755,150千円 659,385,000千円

 貸出実行額 13,134,382千円 12,552,727千円

 差引貸出未実行残高 669,620,767千円 646,832,272千円

 

 なお、上記の貸出コミットメントにおいては、そのほとんどがクレジットカードの附帯機能であるキャッシ

ングサービスとして当社の会員に付与しているものであるため、必ずしも貸出未実行額の全額が貸出実行され

るものではありません。
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（四半期損益計算書関係）

   ※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
  前第２四半期累計期間 
（自 平成25年３月１日 

  至 平成25年８月31日） 

  当第２四半期累計期間 
（自 平成26年３月１日 

  至 平成26年８月31日） 

ポイント引当金繰入額 1,664,237千円 1,995,969千円 

貸倒引当金繰入額 △227,993千円 84,495千円 

利息返還損失引当金繰入額 271,586千円 523,683千円 

賞与引当金繰入額 69,000千円 65,048千円 

退職給付費用 38,601千円 37,706千円 

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前第２四半期累計期間

（自  平成25年３月１日
至  平成25年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自  平成26年３月１日
至  平成26年８月31日）

現金及び預金勘定 1,317,133千円 949,496千円

現金及び現金同等物 1,317,133千円 949,496千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成25年３月１日 至 平成25年８月31日）

１．配当金支払額

 （決議）  株式の種類
配当金の総額

（千円）

 １株当たり

配当額

（円）

 

基準日

 

効力発生日  配当の原資

 平成25年５月29日

定時株主総会
 普通株式 282,114 15.0 平成25年２月28日 平成25年５月30日  利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

  該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成26年３月１日 至 平成26年８月31日）

１．配当金支払額

 （決議）  株式の種類
配当金の総額

（千円）

 １株当たり

配当額

（円）

 

基準日

 

効力発生日  配当の原資

 平成26年５月29日

定時株主総会
 普通株式 376,152 20.0 平成26年２月28日 平成26年５月30日  利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

  該当事項はありません。

 

 

（金融商品関係）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成25年３月１日 至 平成25年８月31日）

 １．報告セグメントごとの営業収益および利益の金額に関する情報

      （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  カード事業 保険リース事業 

営業収益 7,864,217 636,045 8,500,262 

セグメント利益 1,740,132 138,446 1,878,578 

（注）セグメント利益の合計は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。 

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額および当該差額の主な内容（差異

調整に関する事項）

該当事項はありません。

 

 ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

   該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成26年３月１日 至 平成26年８月31日）

 １．報告セグメントごとの営業収益および利益の金額に関する情報

      （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  カード事業 保険リース事業 

営業収益 8,474,821 640,516 9,115,337 

セグメント利益 1,476,898 136,395 1,613,294 

（注）セグメント利益の合計は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。 

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額および当該差額の主な内容（差異

調整に関する事項）

該当事項はありません。

 

 ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

   該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間

（自 平成25年３月１日
至 平成25年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成26年３月１日
至 平成26年８月31日）

１株当たり四半期純利益金額 61円53銭 48円50銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 1,157,230 912,114

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,157,230 912,114

普通株式の期中平均株式数（株） 18,807,614 18,807,605

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

 

２【その他】

  該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年10月14日

株式会社ＵＣＳ 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 山川 勝   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 新家 德子  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＵＣＳ

の平成26年３月１日から平成27年２月28日までの第24期事業年度の第２四半期会計期間（平成26年６月１日から平成26

年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成26年３月１日から平成26年８月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＵＣＳの平成26年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成26年10月14日

【会社名】 株式会社ＵＣＳ

【英訳名】 ＵＣＳ ＣＯ．，ＬＴＤ．

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 後藤 秀樹

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 愛知県稲沢市天池五反田町１番地

【縦覧に供する場所】 株式会社ＵＣＳ関東営業所

（神奈川県横浜市港北区新横浜二丁目６番地３

 ＤＳＭ新横浜ビル４階）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長 後藤秀樹は、当社の第24期第２四半期（自平成26年６月１日 至平成26年８月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


